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はじめに
昨今の経営環境は不確実性を増しており，
程度の差こそあれ，組織変革と全く無縁の企
業を見つけることは困難である。とりわけ，
組織の官僚化が極度に進行した結果，経営環
境の変化に対して柔軟に対処できず業績を悪
化し続けている企業では，組織の存続のため
に大規模な組織変革が必要とされている。
一般的によくいわれている「構造改革」や
「機構改革」という類の組織変革は，組織論
的な観点から捉えるならば，やや限定的な組
織変革として受け取れる。つまり，これらの
改革はおもに，組織構造や制度などハードの
側面の変更を対象としている場合が多い。組
織の存続のために一刻の猶予も与えられない
ほどの深刻な業績不振に陥っている企業が，
変革の初期のステップとして問題が把握しや
すく，解決手段が明らかな構造的な経営要因
から着手するのは，現実的に考えて妥当であ
る。しかしながら，継続的な自己変革を生み
出せるような組織へと変革してゆくことを組
織変革の最終目的とするならば，変革の対象
として，問題の把握や解決に時間を要する認
知的・行動的な経営要因も無視することはで
きない。
本稿では，限定的な意味合いとしての組織
変革ではなく，より広義での組織変革を議論
の対象とし，そのプロセスと企業文化の関係
性について考察してゆく。まずは，Nadler
＆ Tushman［１９８０］の「組織の整合性モデ
ル」をもとに組織変革に関連する経営要因を
整理し，変化の性質や領域によって分類され
る２タイプの変革について説明してゆく。次
に，組織変革に関するプロセス理論をサーベ
イすることによって，変革プロセスにおける
企業文化の位置づけについて明らかにする。
最後に，トップ・マネジメントのリーダーシッ
プと組織学習の側面から，組織変革のプロセ
スと企業文化の形成プロセスについて議論し，
不連続的変革における企業文化の機能につい
て説明してゆく。
Ⅰ．組織変革と経営要因
１．「組織の整合性モデル」と経営要因
組織変革やそのプロセスについて論じてゆ
くにあたり，まずは組織を構成する経営諸要
因および要因間の関係性について理解してお
く必要がある。組織の構成要素とその関係性
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については諸説があるが，ここでは，組織内
外の経営要因について包括的に示している
Nadler ＆ Tushman［１９８０］の「組織の整合
性モデル（A Congruence Model for Organ-
izational Analysis）」をもとに検討を加えて
ゆきたい。
Nadler ＆ Tushman［１９８０］は，＜図１：
組織の整合性モデル＞で示したように，組織
システムの基本的な構成要素を，環境・資源・
歴史からなるインプット，インプットの諸要
素から形成された戦略，戦略を業績へと変換
するプロセスとしての業務組織，業務組織を
通じて産出された各レベルでのアウトプット
（業績）として捉えている１。また，このモ
デルの中核となるのが狭義の「組織」として
の業務組織であり，業務組織は，業務・公式
組織（体制）・人・非公式組織の４つの構成
要素から成るとしている。
業務とは，組織および各部署がなすべき基
本的かつ固有の任務であり，組織や各部署の
課題や業務である。公式組織とは，個人に課
題を遂行させるための公式に設けられたもの
であり，より具体的には，おもに情報伝達ルー
トや権限配置を示す組織構造，仕事の方法や
手順などを明示する一連の業務システム，業
務の役割分担のための職務設計，評価や報酬，
キャリア開発に関わる制度に代表される人事
管理制度などが含まれる。人とは，組織内の
個人の性格・特質であり，個人の持つ知識と
スキル，ニーズ，認知と期待などである。非
公式組織とは，公式的には定められていない
が行動に影響を与えるものであり，リーダー
シップ，人間関係，パワーなどが，ここに含
まれる。
２．組織変革の領域と経営要因
「組織の整合性モデル」の論点は，いくつ
かの条件（インプット）から導出された戦略
の実行可能性は，業務組織の４つの構成要素
の整合性の度合によるというところにある
が２，以上のように経営諸要因を体系的に理
解する上でも大いに役に立つ。また，「組織
の整合性モデル」の論点について検討する時，
このモデルが提示された時期の経営環境につ
＜図１：組織の整合性モデル＞
（Nadler & Tushman［１９８０］，p．４７．）
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いて若干考慮しておく必要があろう。業務組
織の４つの構成要素間の整合性の度合いを高
めることが戦略の実行可能性を高め，組織の
業績向上をもたらすという考え方は，比較的
安定した経営環境下でのみ有効であると考え
られる。しかしながら昨今の激しい環境変化
の下では，構成要素間の整合性を高めるよう
に，各要素に少しずつ変更を加えてゆくよう
な局所的な組織変革では不十分なケースが多
い。
この点について，Nadler ＆ Tushman［１９９５］
などは，「組織の整合性モデル」を提示した
１９８０年代に念頭においていた連続的な変化の
みならず，１９９０年代以降に様々な業界でみら
れるようになった不連続的な変化も考慮し，
漸進的変革と不連続変革という変化を要する
経営要因の領域の違いよる２つの変革類型を
示した３。
漸進的変革とは，安定期に組織の構成要素
間の整合性を絶えず改善する変革であり，比
較的小さな規模のなかで企業の機能の改善を
積み重ねてゆく連続的な変革である。一方で，
不連続変革とは，経営環境の不安定期に，業
務組織の各構成要素の性質を規定するビジョ
ン，戦略，価値観（企業文化）や，全く新し
い業務システムや公式組織などを築こうとす
る変革であり，組織基盤の変更にまで及ぶ大
規模な変革である。つまり，漸進的変革は現
行の組織の枠組みのなかで行われるのに対し，
不連続変革は組織の枠組みそのものを変革し
てゆくことを目的としている。
このようなことから，それぞれの変革では，
変革のマネジメントの場や主体が異なってく
る４。漸進的変革は，通常のマネジメント・
プロセスに組み込むことも可能であるが，不
連続的な変革は，組織全体に関わる経営要因
を変更することから必然的にトップ・マネジ
メント主導の全社的な変革となる。
Ⅱ．組織変革プロセスについての議論
１．Walton［１９９５］，Nadler［１９９８］における
５段階プロセス
不連続変革では，トップ・マネジメン
トを中心にこれまでの組織の枠組みを意
図的に破壊し，新たな枠組みを再構築す
る必要がある。これまで組織を成長へと
導いてきたビジョン，戦略，価値観，公
式組織などあらゆる経営要因と決別する
ことは，大変な抵抗と苦痛を伴う。また，
結果を急ぐあまりに組織を構成する多く
のメンバーによる変革に対する深い理解
なしに不連続変革のような大規模な変革
をトップ・マネジメントが性急に実行す
ることは，組織を完全に崩壊させてしま
う危険性がある。このようなことから，
様々な経営要因が相互に関係してくる不
連続変革では，変革のプロセスについて
十分に考慮せねばならない。
Nadler［１９９８］は，Walton［１９９５］をもと
に，特に不連続変革に限定した変革プロセス
について，第１段階：変革の必要性を認識す
る，第２段階：組織内で共有する方向性を決
める，第３段階：変革を実行する，第４段階：
変革の総まとめをする，第５段階：変革を持
続させる，という５つの段階を示している５。
第１段階は組織内での課題を把握する段階で
あり，そこで変革の必要性を認識し，問題点
を診断した後，第２段階において変革の方向
性を定め，組織内での変革ビジョンの浸透を
通じて連帯感を高めてゆく。ここまでが「変
革の準備段階」として捉えることができるが，
多くのトップ・マネジメントがこの段階にお
いて，組織からの理解と支援が得られず，変
革を頓挫させてしまうという。第３段階は，
さらに４つのステップ（①戦略の再定義，②
公式組織の再設計，③公式組織と非公式組織
の調和，④人材配置の見直し）に分けられ，
いわゆる「変革の実行段階」として位置づけ
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られている。第４，５段階は，一連の変革が
達成されたかどうかを診断し，調整を加える
段階であり，同時に変革を組織に定着させて
ゆく段階とされている。
２．Kotter［１９９５］における８段階プロセス
Walton［１９９５］，Nadler［１９９８］では，第
２段階までの「変革への準備段階」と企業文
化の変革の困難さから生じる第３段階の③公
式組織と非公式組織の調和の問題が，一連の
プロセスを遂行してゆく上で特に重要視され
ていた６。この点について，Kotter［１９９５］
は，「変革の準備段階」をより詳細に説明す
るとともに，企業文化との関わりを重要な課
題として捉えている。ここでは，組織変革の
プロセスについて，第１段階：危機意識の醸
成，第２段階：変革推進のための連帯チーム
の構築，第３段階：ビジョンの構築と提示，
第４段階：ビジョンを広く伝達，第５段階：
広範囲の人材をエンパワー，第６段階：短期
的な成果を生む，第７段階：変革の成果を活
かしてさらに変革を推進，第８段階：新しい
方法を企業文化に定着させる，という８段階
のプロセスを示している７。
第１段階（危機意識の醸成）では，市場，
競合の状況を吟味し，危機，あるいは絶好の
成長機会を見つけて検討することや，現状満
足による弊害を組織に認識させることが課題
とされている。現状満足をもたらす要因とし
ては，例えば，低すぎる業績目標や誤った業
績測定基準の設定，常に肯定的なフィードバッ
クが発せられること，外部からのフィードバッ
クの不足，過度の分権的，専門的組織構造に
よる目標範囲の限定，過度に対立を避ける企
業文化，などが挙げられる。第２段階（変革
推進のための連帯チームの構築）では，変革
の推進力を得るためにポジション・パワーを
持った人，変革の精度を高めるために広範か
つ深い知識を持った人，変革に対する信頼感
を醸成するために社内からの高い評価を受け
ている人などをチーム・メンバーとして選出
し，彼らの間で相互信頼を構築させ，共通目
標を立てることが必要とされる。第３段階
（ビジョンの構築と提示）では，あらゆるス
テークホルダーに実現が期待されるような魅
力的な内容や，挑戦意欲や高いモチベーショ
ンを引き出すイノベーション・ギャップが盛
り込まれたビジョンが，組織メンバーにとっ
て，イメージや伝達がしやすい表現によって
構築され，提示されることが求められる。第
４段階（ビジョンを広く伝達）では，第３段
階で提示された明確かつ簡潔なビジョンを組
織内に，あらゆる手段を活用して継続的に浸
透させることが目的となる。そのためには，
まずは，ミドルにビジョンの真意や意義を含
めて周知徹底し，一般従業員に理解させてゆ
くことが基本となるが，トップの現場歩きな
ど一般従業員に対して直接的に訴えかけるこ
とも効果的な手段としている。
第５段階（広範囲の人材をエンパワー）あ
たりから，「変革の準備段階」から「変革の
実行段階」への移行がみられる。つまり，トッ
プ・マネジメントや変革の中心メンバーによ
る変革を実行してゆくための環境づくりから，
ボトムを巻き込んだ変革プロセスへと転換が
なされ，組織変革自体が組織的な取り組みと
して位置づけられる段階となっている。ここ
では，権限を組織メンバーに委譲することに
よって人々の自己効力感や自己決定感などが
導出されることを期待し，その結果，変革に
必要とされるリスク・テイキングの姿勢，新
たなアイディア，活動，行動が喚起されるな
ど，組織メンバーの自発性が促進される。第
６段階（短期的な成果を生む）は，業績上で
目に見える改善など短期的勝利を生む計画を
立てて，実際に勝利実現に貢献した人々を明
確にし，彼らに報いることで変革の効果を組
織メンバーに認識させ，変革の意義を組織に
広く浸透させてゆくステップとなる。つまり，
組織内での効果的な体験を共有する組織学習
北 星 論 集（経） 第４９巻 第２号（通巻第５７号）
― 32 ―
のプロセスとしても捉えることができよう。
第７段階（変革の成果を活かしてさらに変革
を推進）では，これまでの段階で比較的部分
的に行われてきた変革（漸進的変革）から，
組織全体に関わる変革（不連続変革）への転
換が成される段階として捉えられる。つまり，
組織構造や業務プロセスなど「組織の構造的
側面」では，無意味な相互依存関係を除去し，
企業文化などの「組織の行動的側面」では，
保守的な価値観や行動パターンを除去するな
ど，古い組織のあり方の復活を根本から阻止
するような取り組みが求められると同時に，
トップ・マネジメントは継続的に組織の危機
感を維持することが求められる。そして，第
８段階（新しい方法を企業文化に定着させる）
は，基本的には上記プロセスの継続，反復の
プロセスとして位置づけられている。
Kotter［１９９５］では，特に変革のタイプに
ついては言及していない（不連続変革のプロ
セスと特に限定していない）ものの，上記の
内容にあるとおり，これらのプロセスは，トッ
プ・マネジメント主導による企業文化の変革
まで含む不連続変革のプロセスとして捉える
ことができよう。また，一連のプロセスにお
いて，トップ・マネジメントのリーダーシッ
プと組織学習という企業文化の形成に関わる
２つの観点８ からの検討がなされていること
から，Kotter［１９９５］では，第８段階でも示
唆されていたように，第１から７段階までの
一連のプロセス自体が，組織変革の最終目的
として位置づけられている新たな企業文化の
形成（企業文化の変革）プロセスそのもので
あるという見方もできる９。
Ⅲ．不連続変革プロセスと企業文化
１．企業文化の形成プロセス
この点について，企業文化の理論的形成プ
ロセスとKotter［１９９５］のプロセスを対比
させながら若干の考察を試みたいのだが，ま
ずは企業文化が形成されるプロセスについて，
理論的な観点から把握しておくこととする。
企業文化とは，企業の組織構成員の間で共
有された一連の価値体系であり，また，それ
に関連した組織メンバーの間でみられる共通
の行動様式である１０。Denison［１９９０］によ
れば，企業文化と組織効率の関係性から企業
文化の形成プロセスを捉えると，過去の歴史，
現在の環境，将来という時間的な継続性が見
られる１１。つまり，現在の企業文化は，過去
の企業の歴史や現在の環境から何らかの影響
を受けて形成され，現在の企業文化を構成す
る「信念と価値（組織内でかたく信じ込まれ
たものの見方や考え方）」と「政策と慣行
（組織運営上の方針や手段，行動パターン）」
は相互に作用しあうとしている。その時点で
の組織における「信念や価値」は，過去の様々
な組織活動の経緯から積み重ねられた企業の
歴史から大きな影響を受け，信念や価値がよ
り具体的な（観察可能な）「政策や慣行」と
して表出し，企業文化を形づくる。そして，
企業文化の各要素のうち，企業組織において
何らかの成果や効率を生み出すものが，将来
の企業文化の要素として反映される。このよ
うに企業文化は，時間的な継続性を有するよ
り動態的な経営要因である。
他の企業文化の形成に関する議論によれば，
Schein［１９８５］やKotter ＆ Heskett［１９９２］
などでは，企業文化形成の初期段階では，組
織のリーダーであるトップ・マネジメントの
価値観や信念が大きな影響を与えるとされて
いる１２。また，Schein［１９８５］で詳細な解釈
がなされていたように，組織内における組織
メンバーの集団的学習（組織学習）の結果と
して，企業文化が形成され，定着してゆくと
いう側面もみられる１３。
これらの議論をもとに，企業文化の形成プ
ロセスを統合的に示したのが，＜図２：企業
文化の形成プロセス＞である１４。企業の初期
段階などではトップ・マネジメント自らの個
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＜図２：企業文化の形成プロセス＞
（拙著［２００６］，４９頁。）
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性や経験に由来する価値観や信念によって，
企業文化の基本的な内容は特徴づけられる。
また，こうした信念や価値観にもとづいた組
織行動が，組織・部門レベルでの成果のみな
らず，個人レベルでの結果や報酬に反映され
ることで組織メンバーはその価値観やより具
体的な行動様式が有効であると学習する。そ
の結果，組織メンバーの間で有効と認められ
る価値観の共有や共通の行動様式の定着が進
み，その時点での企業文化が形成される。や
がて，こうした学習のプロセスが組織内で継
続すると，それが組織の歴史（過去の企業文
化）となり，その時点での環境やトップ・マ
ネジメントからの影響を受けつつ，将来の組
織行動が生じてくる。そして，組織内に長期
的な成果がもたらされることで組織学習が進
行し，将来の企業文化が形成されてゆく。
２．不連続変革プロセスと企業文化の形成プ
ロセス
あらゆる経営要因の基盤となるビジョンや
企業文化を変革の対象としているのは，いう
までもなく不連続の組織変革である。先に検
討を加えた組織変革におけるプロセスの諸議
論では，いずれもトップ・マネジメントのビ
ジョンや企業文化について，いずれかの段階
で，あるいはプロセスの複数の段階で検討が
加えられている。ここでは，不連続変革のプ
ロセスと企業文化の形成プロセスの関係性に
ついて，企業文化形成における重要な観点と
なるトップ・マネジメントのリーダーシップ
と組織学習の２つの側面から考察を加えてお
きたい。
不連続変革のプロセス論において，トップ・
マネジメントのリーダーシップの主要な役割
として，「変革の準備段階」で組織の置かれ
ている現状を認識し，組織内で危機感を醸成
することなどが挙げられている。この危機感
については，内的なものと外的なもの双方に
由来すると考えられるが，いずれにしても企
業文化の内部統合の機能と外部適応の機能で
あるように，組織メンバーによる組織内外で
の事象に関しての共通認識のあり方が，組織
における危機感の醸成の前提となる。つまり，
同じ状況であっても組織によっては，その状
況を組織にとって危機的な状況と捉える組織
もあれば，危機的な状況として捉えない組織
もある。こうした度合は，組織の共通認識の
あり方，つまり企業文化の特性によって異なっ
てくると考えられる。不連続変革のように組
織全体に関わる変革は，組織メンバー間での
危機感の共有なしで変革を遂行することは不
可能であり，根本的な問題として企業文化が
関わっているのである。企業文化が形成され
るプロセスでは，トップ・マネジメントは現
在の環境を認識し，その時点の組織にとって
最も有効な価値観や自らの経験や個性から引
き出された信念を組織に伝達し，こうした価
値観や信念が企業文化の基本的な特性となる。
したがって，トップ・マネジメントは，不連
続変革が必要とされる状況において，組織メ
ンバーに対して，危機に対する認識のあり方
から伝達および浸透することが必要となろう。
この部分が，組織変革において最も基本的か
つ困難な課題とも考えられる。
また，「変革の実行段階」では，組織学習
の側面が大きく関わっている。Kotter［１９９５］
では，第５段階からの段階が該当してくる。
あらゆる組織メンバーをエンパワーすること
によって彼らの自発性を促し，短期的な結果
を結びつける。そして，その成果を報酬に結
びつけることによって，変革の意義を組織に
浸透させてゆく。企業文化形成のプロセスで
解釈するならば，こうしたプロセスは，トッ
プ・マネジメントによって伝達された価値観
や信念によって起こされた組織行動が，何ら
かの成果を出すことによって有効と認識され，
企業文化として組織に定着してゆく学習・共
有のプロセスに他ならない。そして，第７段
階も，組織に変革によってもたらされた新し
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いマネジメントの方法や価値観を組織に定着
させるための組織学習のプロセスとして位置
づけることができる。
以上のように，不連続変革のプロセスは，
トップ・マネジメントのリーダーシップと組
織学習という企業文化の形成における重要な
経営要因が大いに関わっていることがわかる。
不連続の変革の大部分は，企業文化の変革，
あるいは新たな企業文化の形成のプロセスと
しても捉えることもできよう。不連続変革に
おける最も困難な課題とは，新たな企業文化
の形成にあるのかもしれないが，企業文化の
形成プロセスを変革プロセスへより意図的に
組み込むことによって，こうした課題が解決
される可能性が高まるといえよう。
むすび
本稿では，企業の中核的な部分にまで変革
が必要とされる組織の不連続変革のプロセス
と企業文化の関係性について考察してゆくこ
とを目的とし，以上の考察を行ってきた。
組織変革の対象を把握するために，Nadler
＆ Tushman［１９８０］の「組織の整合性モデ
ル」を参考にしながら組織変革に関連する経
営要因を整理してきたが，モデルの中心であ
り狭義での組織として捉えられる業務組織に
は，業務や公式組織から成る組織の構造的側
面と，人や非公式組織から成る組織の行動的
側面がある。経営環境が相対的に安定してい
る時期に行われる漸進的変革では，これらの
要素間の整合性を絶えず改善することが課題
とされ，より限定された組織要因の変更に留
まることから，日常のマネジメントに変革を
組み込むことも可能である。一方で，経営環
境が相対的に不安定な時期に行われる不連続
変革では，あらゆる経営要因の基盤となるビ
ジョン，戦略，企業文化の側面にまで変革の
対象が及ぶことからトップ・マネジメント主
導の変革マネジメントが必要となる。
このような組織全体に関わる大規模な変革
は，トップ・マネジメント主導になるとして
も，組織メンバーの深い共感や理解なしでは
実行に移せないため，「変革の準備段階」に
それなりの配慮が必要となる。また，企業文
化については，変革の実行段階においても変
革の阻害要因となり，また新たなマネジメン
トを組織に定着させる段階においてもポイン
トとなる。Walton［１９９５］，Nadler［１９９８］
でも，こうした「変革の準備段階」の議論と
企業文化について，不連続変革を想定して議
論されていたが，Kotter［１９９５］の８段階変
革プロセスでは，この２つのポイントについ
て，より詳細な検討がなされていた。また，
Kotter［１９９５］で注目すべきは，トップ・マ
ネジメントのリーダーシップと組織学習の観
点が，変革の各プロセスに組み込まれている
点にある。
この点について企業文化の形成プロセスと
不連続変革のプロセスとの関係性を検討し，
変革プロセスに企業文化の形成プロセスを組
み込むことで，新たな企業文化の形成という
困難な課題を克服できる可能性について述べ
た。企業文化という経営要因は，組織のあら
ゆる要素と有機的に関連しており，また時間
的な継続性も有することから，独立的な経営
要因としてマネジメントすることは不可能で
ある。組織変革においても同様である。
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［Abstract］
The Process of Organizational Change and
Corporate Culture
Harumichi YOKOO
This paper studies the discontinuous change process of the organization，which is
needed to change its core values and strategy from the theoretical viewpoint of corporate
culture．First，some management factors related to organizational change are shown based
on the“Congruence Model for Organization Analysis”of Nadler ＆ Tushman［１９８０］，and
two types of organizational change are explained．Next，the position of corporate culture in
the process of organizational change is clarified by surveying some process theories of or-
ganizational change．Finally，the relationship between the process of organizational change
and the formation process of corporate culture is discussed，and the function of corporate
culture in discontinuous change is explained．
Key words： Organizational Change，Discontinuous Change，Corporate Culture，Congruence Model
for Organization Analysis，Formation Process of Corporate Culture
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